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1. はじめに

現在，我が国の森林は，水土保全機能に加え地
球温暖化対策の二酸化炭素吸収源としてなど多面
的機能の発揮が強く求められている．同時に，長
引く不況によって失業者が増加するなか，多面的
機能発揮のための公共事業や林業・林産業の振興
によって地方に雇用の場を創出するべく「グリー
ン・ニューディール政策」の場としても注目され
ている．森林組合は，農業協同組合に比べて一般
的にはなじみの薄い存在と思われるが，戦後，地
域林業の中心的な「担い手」として策定され，農
山村における森林・林業に関わる行財政システム
の末端として，非常に大きな役割を担ってきた．
戦後，民有林関連政策の多くは森林組合を通じて
実施され，森林組合は補助事業の「受け皿」と評
されている．近年，そうした補助金への依存体質
や民間の林業事業体に比べてコスト意識が低い点
などに批判が強まり，森林組合はハード事業部門
から撤退し，「コンサルタント業務をコアビジネ
ス」とするべきとの見解も示されている（梶山，
2003，p.18）．しかし一方では，地域の共益を守り
ながら公益性を意識的に内包する第四世代の森林
組合として発展すべく期待される一面もある（岩
見，2002，pp.40-49）．
本論では，森林組合の法的な位置づけについて
農業協同組合との比較から検討し，制度の歴史的
展開を森林・林業を取り巻く諸情勢の流れに沿っ
てみていく．次に，実際にどのような事業が行わ

れてきたかについて，「全国森林組合統計」の分
析に基づいて述べる．また，現業労働者の雇用確
保と改善に関して高知県における「緑の雇用」事
業の事例から実態を紹介し，現段階で森林組合が
地域林業の中でどのような役割を果たしており，
今後の課題は何か，またそれらを克服しうる方向
性について検討していきたい．

2. 森林・林業施策と森林組合制度

2.1 森林組合の法的な位置づけ
森林組合法第一章第一条には，「この法律は，
森林所有者の協同組織の発達を促進することによ
り，森林所有者の経済的社会的地位の向上並びに
森林の保続培養及び森林生産力の増進を図り，も
つて国民経済の発展に資することを目的とする」
とある．農業協同組合法第一章第一条では，「こ
の法律は，農業者の協同組織の発達を促進するこ
とにより，農業生産力の増進及び農業者の経済的
社会的地位の向上を図り，もつて国民経済の発展
に寄与することを目的とする」とされている．両
者の大きな違いは，森林組合法の後半部分「森林
の保続培養及び森林生産力の増進を図り」に当
たる部分である．農業協同組合は協同組合として
の経済行為を通じて，組合員であり経営者である
「農業者」の経済的社会的地位向上を実現し，そ
の上で国民経済の発展に寄与することが目的であ
り，生産力増進の対象も「農業」という産業とさ
れている．一方，森林組合が対象とする組合員は
「森林所有者」であり，これは必ずしも経営者と
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は一致しない．また培養と増進を図る対象は「森
林」であり，「林業」とは明記されていない．この
ように法的には農業協同組合と違い，純粋な「協
同組合」と規定されておらず，名称にも「協同」
の文字は入っていない．
また，農業協同組合の主要事業である信用事業

（金融）と共済事業（保険）を森林組合は行って
いない．農業協同組合はこの 2つの事業で，地域
住民を構成員（准組合員）として農業生産とは直
接関連しない金融と保険業務によって資本力を強
化しているが，森林組合が行う金融事業は農林中
金等から組合員への転貸業務のみである．

2.2 戦前の森林管理と森林組合制度の萌芽
森林組合は，1907（明治 40）年の森林法の全面
的改正によって，初めて法的な位置づけが明らか
にされる．江戸期の森林は，各藩または幕府直轄
地あるいは皇室の所有する御陵林として管理され
ており，優良な森林を有する例えば土佐藩などで
は重要な貢祖の 1つであった．このため秋田スギ
や木曽ヒノキ，土佐の白髪山ヒノキや魚梁瀬スギ
など優良な林分を有する地域では，地域農民が勝
手に伐採することは許されず「一枝を切る者は首
を斬るべし」1）と表現されるほど，幕府または各
藩による厳重な管理体制が敷かれており，資源の
保続という観点からは非常に安定した次期であっ
た．明治初期の廃藩置県と地租改正を迎え，森林
を巡る所有と権利関係が大きく変化し管理体制が
弱体化する中，幕末から続いた戦乱や鉱工業の発
展に伴い，原材料としての木材やエネルギーを得
るための薪炭材としての需要が急速に高まり，森
林の過剰な伐採が進んだ．旧藩有や御陵林は官有
林として応急的な対策が講じられたが，民有林に
ついてはほとんど放置状態であった．地租改正事
業において農地の測量と地券発行が進む一方で，
山林・原野は国土の約 7割を占めるが地租全体の
2％ほどと見積もられたため，改租は後回しとさ
れた（福島，1968，p.207）．また「入会林」や「共
有林」と呼ばれ，旧村持山として農民が薪炭材採

取や農畜用の採草地として利用していた森林は所
有者を明確にすることが難しく地券が発行できな
いため，ひとまず官有地か民有地かを分ける「官
民有区分」が行われた．前述の通り，旧藩有・幕
府直轄・御料林などは総じて優良な林分の多くが
官有地となる一方で，当時の一部役人が共有地の
官地編入を強引に行い民衆との対立を生む事件も
あった 2)．このような混乱期にあり，国としては
森林管理制度に関して法に基づく統一制度を打ち
出すことはできず，当時の地方自治体各個の対応
となった．1880年代には，森林組合の萌芽的形態
である森林所有者組織がみられはじめ，このよう
な団体は「山林組合」，「民林保護組合」などと呼
ばれ，森林保護や盗伐・防火対策など警察的な管
理に主眼が置かれた．1896年に至り，森林法案が
帝国議会に提出され，その中で「林業組合」に関
する規定が設けられ，1897 年に森林法は成立し
たが「林業組合」規定は盛り込まれなかった．日
清・日露戦争を経た国内産業の発展に伴い我が国
の木材需要は更に拡大し，林業を通じた資源保続
の必要性が強く認識されるに至り，1907年の森林
法改正を迎え，ようやく森林組合に関する規定が
設けられた．

1907年森林法において，森林組合は森林資源の
確保・保全に主眼が置かれ，それぞれの目的別に，
①国土保全・森林回復のための造林を行う「造林
組合」，②協同して施業を行う「施業森林組合」，
③林道の開設・維持を行う「土工森林組合」，④防
火・防犯害虫駆除を協同で行う「保護森林組合」，
の 4種類が設置された．設立数が多かったのは，
「土工」と「施業」の両組合が約 1,500，「保護」が
約 570，造林が約 250であったとされる（全国森
林組合連合会，1987，p.3）．ここでの設立規定は，
地区内組合員の有資格者 3分の 2以上かつ，森林
面積で 3分の 2以上の者の同意があれば任意で設
立することができ，一旦設立となれば，有資格者
は強制加入という性格の組合であった．土地を面
的・一体的に管理するためであり，森林所有者の
利益そのものより，土地・資源管理施策の意味合
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いが強かった．
戦時下の 1939年森林法改正では，軍用物資需
要に対して安定的に木材を供給することが最優先
とされた．林産物の計画的生産が必要となり「施
業案監督制度」が創設され森林組合には施業案を
編成する義務が生じた．この時，同時に，出資制
が認められ，出資による組合では組合員から生産
された林産物販売及び林業用物資の供給などの
「経済事業の実施」が認められることとなった．
この間に，これまで集落単位が多かった森林組合
の範囲を，当時の市町村単位に拡大し，先の規定
であった 4種の組合を廃し，森林組合は実際に施
業案を編成し，それに基づき施業を実行する「施
業直営組合」と，組合員施業の調整を行う「施業
調整組合」の 2種とされた．また，任意設立・強
制加入から設立・加入ともに強制とされた．この
間，急速に森林組合の設立が進められ，1951年の
新制度移行時には全国で 5,822に達し，組合員所
有面積は 1,274万町歩（≒ ha），組合員数は 235万
人と，おおむね現在の組織率に近い姿となった．
戦争目的ではあったが，この間に「国単位の計画
的生産」の実行機関として位置づけられ，森林組
合の組織化と同時に民有林行政の網羅的な全国
展開が進む結果となった（全国森林組合連合会，
1987，pp.1-5）．

2.3 戦後の GHQによる制度改革
戦後，GHQによる民主化策の一環として，1951

年の森林法改正において，森林組合は任意設立と
され，加入・脱退は自由となる．ただし，GHQ内
部では経済科学局と天然資源局の 2つの異なった
意見が存在しており，1950年の勧告の段階では，
「1 つは強制加入で政府の林業計画の樹立などに
協力する公共性の強い組合，他の 1つは協同組合
原則に基づく経済行為を行なう森林所有者の団体
にわけて組織されるべき」とされ，2つの別組織
に分割すべきとの考え方が示された．しかし，日
本政府側は現実的に簡便な方法として強制加入制
の条項さえ削除修正すれば，林道・造林・伐採・

販売など，どんな事業も行える単一組織であるこ
とを選択したために，「森林所有者の協同組織で
あり，自由設立任意加入でありながら，公共性を
もつ事業を必須とする，類例のない森林組合」と
なった（鈴木，1987，pp.24-26）．
この改正において国家単位での計画的生産遂行
を狙った「施業案制度」は廃止され，代わりに「森
林計画制度」が設立され，森林組合は計画編成責
任者たる政府との「連絡機関」となりつつ，森林
組合の経済事業は協同組合制度により行うとの 2

つの目的を同時に行うとされ，先にみた森林組合
法における位置づけとの方向付けがなされた．こ
うして名称に「協同」の文字はなく「森林組合」
となったが，性格としては「協同組合」として取
り扱われつつ，政府が行う森林資源計画の末端下
請けとしての性格も残るといった二面性を内包す
る組織としての原型が形成された．

2.4 林業基本法下の林業構造改善事業と団共制
度の推進

1964年に制定された林業基本法に基づいて，産
業としての林業振興は「林業構造改善事業」を中
心に実行されることとなる．林業基本法は「森林
資源の確保及び国土の保全」を前提としつつ，「林
業の発展と林業従事者の地位向上」を目指すもの
であり，一見して森林法と重複するように思われ
るが，「森林法は林業基本法の下位立法である」と
する見解や，「物」から「人」あるいは「資源政策」
から「経済政策」への転換とする見方が示されて
いる（遠藤，2008，p.52）．以降，経済政策として
の林業基本法のもと，計画的・合理的な施業のた
め森林を 30ha以上の団地にまとめ共同の施業計
画を策定する制度，すなわち「団地共同森林施業
計画制度（以降：団共）」が森林組合事業に大きく
関わってくる．団共制度に参画する大きなインセ
ンティブは，造林といわれる森林施業の，植林，
下刈り，枝打ち，除間伐（切り捨て・保育間伐）と
いった各作業を行う際に補助金が支出され，更に
計画が認定されていれば査定係数が高くなるため
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に補助率が上がることである．我が国の民有林保
有構造をみると，森林所有者の大半は 1ha以下の
零細所有や 5haに満たない小規模所有である．彼
らが個人的に団共制度に申請することは難しいた
め，組合員でもある彼らは森林組合に制度申請と
補助申請の代行を任せることとなる．また，こう
した小規模森林所有者は，かつては農閑期の余剰
労働力を利用して植林や下刈りなどの作業を行っ
ていたが，山村人口の過疎・高齢化が進むにつれ，
次第に自家労働力では行えなくなり，森林組合に
委託するようになった．こうして森林組合は，組
合員の補助申請業務代行によって手数料を得ると
ともに，実際の造林作業を請け負うことで，事業
を拡大することとなった．
また，1951年森林法における森林組合の位置づ
けは，「森林組合の公益的性格」と呼ばれる「森
林施業の合理化と森林生産力の増進，すなわち森
林の保続培養」が第一義とされ，「組合員の社会
経済地位向上」はそれに付随する第二義的なもの
と解釈されていた．しかし，戦後高度経済成長期
と山村経済・社会の疲弊が進むに連れ，これまで
第二義的とされていた組合員の「社会経済地位向
上」は，1974年の森林組合制度改正において，「森
林の保続培養」と同列の第一義に押し上げられる
こととなった．その後，1978年に単独立法として
「森林組合法」が制定され今日に至る．以上が戦
前から戦後にかけての森林組合の設立過程と法制
度の変遷である．
尚，本論では共有林・財産区有林を管理する

「生産森林組合」については取り上げず，通常「森
林組合」と呼ばれ，生産森林組合との対比で「施設
組合」と呼ばれる森林組合についてのみ論考す
る 3)．

3. 森林組合の組織と事業動向

3.1 組織の変容－合併による規模拡大－
次に，統計資料に沿って森林組合の事業展開を
みる．2007（平成 19）年度森林組合統計によれ
ば，全国で設立されている森林組合数は 736であ

る．組合員数は 159万人であり，これは森林所有
者数の約半数にあたり，組合の加入率は人数比で
49％である．面積比の加入率は 68％であり，私有
林の総面積 1,423万 haのうち 970万 haが組合員
所有の森林である．組合員所有面積のうち 137万
ha は組合が管轄する地区外の居住者が所有する
森林とされ，面積率で 14％を占め，地区外居住組
合員数は 13万 6,949人と，総数の 8.5％を占めて
いる．
職員の総数は回答のあった 698 組合の合計で

7,201人であり，役員数では常勤理事の総計は 465

人であり，常勤理事を置いている組合数は 434

と全体の 59％を占めている．非常勤理事の数は
8,522とされており，736組合の 1組合あたり平均
でみると 11.6 人となる．役職員の人数別組合数
では，10人以上の組合が 281組合と 38％を占め
る一方，常勤の役職員が 1 人もいない組合が 34

組合（5％）とされており，このような組合は役場
内に形だけ設置され，役場職員が非常勤職員とし
て兼務する形をとっている場合が多い．
森林組合数の推移をみると，1950年代には組合
数は 4,500を超えていたが，1960年代に大きく減
少し 3,000を下回る．これは戦後の市町村合併に
併せて，森林組合合併助成法（1963年）が制定さ
れ森林組合も「原則として市町村の区域を単位と
する合併の促進」されたためである（小川，2007，
pp.41-46）．1974 年以降，森林組合合併助成法は
第二期に入り，認定の基準として 1万 ha以上の
規模となることが必要となった．この 1970年代
から 1990年にかけては，合併の振興は比較的緩
やかとなる．1990 年以降，再び合併は促進され
2000年以降は 1,000を下回る．

1960 年代には，私有林組合員の保有面積が
5,000ha 未満の組合がほとんどを占めていたが，
2007年現在の規模別森林組合数をみると，5,000ha

未満が 174 組合（24％），5,000 から 1 万 ha 未満
が 170組合（23％）であり，半数以上が 1万 haを
越える規模であり，1万から 1万 5,000ha未満が
132組合（18％）， 1万 5,000ha～2万 ha未満の組
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合が 70（10％），2万 haを越える組合が 188組合
（26％）と，2万 ha以上が最も高い割合を占め，1

組合の平均面積は 1万 3,220haとなっている（表
1）．また，森林組合の資本の源泉となる組合員か
らの出資金は，総計で 526億円となり，1組合あ
たりの平均は 7,000万円を超え，金額別にみた組
合数では，5,000万円を超える組合が 356組合と
49％を占めている．森林組合の経営安定化のため
に合併を推進する森林組合合併助成法による合併
に対する助成要件は，1997 年から，1万 5,000ha

以上の面積，払込済出資金が 5,000万円以上，常
勤の役員と職員の合計が 10人以上とされている
が，現在，面積で 1万 5,000ha以上の要件を満た
す組合は 36％，資本金 5,000万円以上は 49％，役
職員数 10人以上は 38％となる．経営基盤の面で
は合併による規模のメリットが活かされると想像

されるが，一方で，後に高知県の事例からみるよ
うに，これまで市町村との密な関係のもとに活動
を続けてきた森林組合などで，合併を選択せずに
活発で革新的な経営を行う森林組合も存在してい
るため，一概に合併による経営改善を評価するこ
とはできない．
戦後，森林組合は農家の余剰労働力として分散
的に析出されていた林業労働力を，作業班員とし
て直接または間接的に雇用することによる組織化
に努めてきた．2007 年度末の森林組合雇用労働
者数は，2万 7,245人とされているが，年間の雇
用日数は様々である．このうち 210日以上のいわ
ゆる常時雇用されている者は 1万 208名とされ，
全雇用者の 37％を占めている．雇用の総延べ日
数は，393 万 3,014 人日であり，210 日以上の者
で 253万 3,348人日と 64％を占めている 4)．作業

表 1．2007年度　 1組合あたり組合員所有面積と払込済出資金

出所）林野庁「森林組合統計」各年度版．

表 2．森林組合雇用日数別作業班員数と割合の推移

注）2006年度より，「作業班員」は一人親方等を含む「雇用労働者」としてカウントされる．
出所）林野庁「林業統計要覧（時系列版）」．
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班員数が最も多かったのは，1960年代から 1980

年半ばまでで，5 万 5,000 人から 6 万 5,000 人程
度で推移しており，ピーク時には 6万 7,000人を
超えていた．その後，1990 年代には急激に減少
し 4万人を下回っており，2000年以降はピーク時
の 3分の 1ほどの 2万人台となっている．就労日
数別に作業班員数をみると，表 2のように，1970

年では年間 210日以上就労している作業班員は総
数の 12％と最も少ない割合であり，59日以下が
30％，150人未満でみると総数の 68％を占めてい
る．1980年では，210日以上が 22％と割合を増加
させ，150 日未満は 52％となった．1990 年では
210日以上が，36％と増加を続け，150日未満は
44％と過半を割るに至った．2005年では，210日
以上の割合が 44％を占めるに至っており，この
間に，作業班員の常時雇用化が進んでいることが
わかる．後述する近年の新規林業就業者確保に関
する政策においては，新規就業者をできるだけ月
給制とし，労災保険を雇用主である森林組合が負
担するような仕組みとなっているが，一方で，も
ともと農業との兼業として農閑期に森林組合に雇
用されていた者は，高齢者が多く伐採・造林技術
に長じた者も居り，少ない雇用日数での日給か出
来高制を希望する者も多い．後に高知県の事例か
ら詳しく述べるが，近年は地域の雇用対策として
「緑の雇用」事業など農林業等への新規就業支援
策が打ち出されており，新規就業若年層（常時雇
用・月給制）とベテラン高齢者層（臨時雇用・出
来高制）への二極化が進んでいる．これら雇用者
は，チェーンソーや林業用の大型重機（高性能林
業機械）を使って山の中で伐採と木材搬出を主に
行う者と，植林・下刈り・枝打ち・除間伐など造
林作業を主に行う者，このほか森林組合が経営す
る木材市場や加工工場（製材工場）などの現業を
行う者と分けて集計されており，主に伐採・搬出
が 4,436人（16％），主に造林が 1万 8,306人（67

％）と主流を占め，このほかが 4,503人（17％）と
なっている．伐採・搬出は高度な技術を要する上
に，倒れた木の下敷きになるほか，チェーンソー

による怪我など危険が多く体力的に高齢者には厳
しい作業となる．また，近年の新しい高性能機械
の運転技術などを高齢者が新たに覚えるには困難
である．加えて，近年は森林資源の成熟に伴い造
林作業は減少し，伐出作業が増加傾向にある．

3.2 主要事業の動向
次に，森林組合が行う実際の事業の推移をみ
ていく．使用する統計は，林野庁が取りまとめ
る「全国森林組合統計」及び「林業統計要覧」で
ある．
森林組合の事業は，「制限列挙方式」とされ，必
ずやるべき「必須事業」と「選択事業」に別れて
いる．必須事業は，①組合員のための森林経営の
指導，②組合員の委託による森林の施業または経
営，③組合員の森林経営信託，④病害虫防除組合
員の森林保護事業，⑤その他上記の関連事業で，
このうち一部以上を行わなければならないとされ
ている（岩川，2008，pp.194-195）．選択事業に関
しては，細かく 15項目に分類されているが，こ
こでは省略するとして，現在の統計上の整理での
7部門は，①指導，②販売（木材の伐採・搬出・
販売等），③加工（製材工場経営等），④森林整備
（苗木の手配・植林・下刈りや除間伐など森林の保
育・治山・林道・融資仲介），⑤林地処分，⑥森林
経営，⑦信託である．ただし，2005年度以前の集
計では，販売部門に現在の加工部門が加わってお
り，森林整備部門は現在の区分から，購買（苗木
の手配）と福利及び金融を除いた，利用部門（森
林造成，すなわち植林・保育・治山・林道）とし
て計上されていた．この 2つの部門は言い換える
と，販売部門は，森林組合員にとって植林して手
入れをして育てた林木が収穫され加工される過程
であり，利用部門とは，「労働力と資本や機械装
備を備えた施設としての森林組合を組合員が利用
する」という意味においての「利用」であり，森
林資源の育成と基盤整備にあたる森林造成段階の
部門を指す．これまで林業構造改善事業など補助
政策によって展開された森林造成段階の利用部門
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は総収益に占めるシェアでおよそ 60％前後を占
めて推移している（表 3）．次いで，林産事業（伐
採）や立木・材木の販売事業と加工事業を行う販
売部門が 30％前後を占め，実質的にこの 2つの部
門が主要事業部門で 90％のシェアを占めている．
他の部門のシェアは 0.01～1％程度であり，林地
処分・森林経営・信託は 2007年度の実績のある組
合がそれぞれ 4組合，19組合，3組合となってお
り，全体的には無視できる数値となる．指導部門
は，いわゆるソフト事業であり，補助申請に関わ
るアドバイスなどで全ての事業部門に関わること
であるが，収益・損益における計上値は小さい．
このように森林組合の経営動向は，利用（現森林
整備）部門と販売（現販売及び加工）部門の動向
を押さえることで，大まかな傾向は把握できると
考えられる．
利用部門のうち主要な事業は，森林資源の育成

である植林と下刈り・除間伐など保育を行う森林
造成事業であるが，これらの事業は単に個人で
ある組合員からの依頼のほか，かつては国有林や
公有林に，公社・公団に依存する部分も大きかっ
た．しかし，近年，新植・保育の依頼者別内訳で
は，個人の割合が 1970年頃の 40％程度であった
が，2000年以降は 60％近い値となっている（表 4，
5）．過去に比較的高い割合だったのは，県によっ
て分収育林を行う「林業公社」と国の機関である
「公団」からの依頼であった．林業公社は，採算の
合わない植林地等において造林が進まず，土砂災
害等が発生するなどの森林の公益的機能が損なわ
れることに備え，県が出資者となり，土地所有者
との 2者間で契約して行う 2者の分収育林や森林
組合など造林実行者を加えた 3者契約によって分
収育林を行うものである．同様に，国の機関とし
て，旧森林開発公団，前の緑資源機構が出資者と

表 3．森林組合の販売及び利用部門別収益とシェア

出所）林野庁「森林組合統計」各年度版．

表 4．森林組合への新植作業委託の依頼者別内訳

出所）林野庁「森林組合統計」各年度版．
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表 5．森林組合への保育作業委託の依頼者別内訳

出所）林野庁「森林組合統計」各年度版．

なることから公団造林と呼ばれるものがある．公
社による分収育林を県行造林と呼び，両者を併せ
て「機関造林」と総称している．緑資源機構は，
談合事件が大きな問題となり，随意契約から一般
競争入札または総合評価入札制度への見直しなど
一層の透明性と効率性が求められており，これら
事業を受託する森林組合にも同様の社会に対する
説明責任が増している．
次に，森林造成事業についで森林組合の主要事
業となる木材の生産・加工・販売に関わる事業金
額の推移をみると，現在，総計で取扱高が最も多
いのは林産事業であるが，1980 年代にピークを
迎えた後に，総額では次第に減少していることが
わかる．林産事業について，生産量では全国の総
数で，最も販売高が高かった時期は 1990年であ
るが，注意しなければならないのは，この間の森
林組合統計の取り方に重大な変更があり，搬出を
伴わない切り捨て間伐の材積も間伐実績として計
上され，実際の販売高より過剰に計上された時期
と指摘されている（志賀，1995，p.238）．2000年

以降，一般用材向けの伸びを中心に 2007年現在
に至るまで林産事業の量を次第に増加させ，現在
340万 m3 の生産量がある．また，林産事業には
主伐と間伐による生産が含まれるが，これを主伐
と間伐別の伐採方法別では，2001年以降間伐によ
る生産量が主伐を上回り，2007年現在はほぼ同じ
生産量となっている．

3.3 地域における森林組合の活動
本節では，地域における森林管理に関わる作業
を森林組合がどのくらい担っているかについて，
述べる．表 6のように，森林組合が全体でどの程
度，森林管理や林業に関わる作業を請け負ってい
るかについてみると，植林・下刈り・間伐など主
に森林の資源造成に関わる作業については全て
60％以上を受託しており，地域森林管理において
森林組合が，非常に重要な役割を担っていること
がわかる．主伐とは，森林から木材を収穫するこ
とであるが，これまでは主に皆伐によって収穫さ
れることが多く，民間の会社等，素材生産事業体

表 6．林業作業の受託面積割合
会社 森林組合 その他

植林 23.8 60.6 15.5

下刈りなど 23.7 66.0 10.3

間伐 18.4 66.4 15.2

主伐 57.6 15.9 26.5

出所）林野庁「林業白書　平成 21年版」．
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と呼ばれる業者によって，立木のまま購入され伐
採されて木材として生産されるケースが主流で
あった．近年，皆伐後の再造林に係る費用や植林
後のシカによる食害等から，皆伐が敬遠される場
合があり，充分に収穫できる高齢級林分において
も間伐による収穫が行われているケースもある．
先にみたように，森林組合の林産事業における間
伐の割合は増加傾向にあり，切り捨て間伐に対し
て，木材の搬出を伴う間伐が増加するものと推察
される．また，森林の保有形態別にみた林産事業
の利用者は，1970年以降，70％前後を私有林が占
めており，近年は国有林がやや減少し，私有林の
うちの森林組合員以外の利用者（員外利用）がや
や増加し全体の 10％前後を占めるに至っている．
次に，森林組合の素材生産に対する役割をみる
ために，全国の素材生産量に対する森林組合の林
産事業量から，地域での森林組合による素材生産
の大まかなシェアをみていくこととする．もちろ
ん，先に指摘したように，切り捨て間伐を販売事
業量に計上するなど森林組合の統計の取り方には
問題があることから，搬出を伴わない間伐の伐採
量が森林組合の林産事業量として計上されるな
ど，全国の素材生産量とダイレクトに比較するこ
とで正確なシェアが明らかになるわけではない
が，大まかな傾向は把握できると考える．全国の
素材生産量は 1960年代のピーク時の 5,000万 m3

から年々減少し，現在は 1,800万 m3 を下回るに
至っている．その中で森林組合の林産事業は僅か
ながら増加傾向にあり，素材生産量に占めるシェ
アを次第に拡大し，1960年代には数％であったが
現在は 16％から 18％程度となっている．

4. 森林組合における労働力確保
高知県の事例

4.1 「緑の雇用」事業の概要と高知県における
林業労働者の推移

本節では，森林組合における雇用労働者確保へ
の取組を高知県のある森林組合の事例からみてい
く．「緑の雇用」事業とは， 2003年度に「緊急雇
用対策事業」の一環として新規林業就労者に対し
て初年度の補助事業として始まり，2006 年度以
降，雇用対策から林業担い手対策としての目的を
拡充させ，現在では就労から概ね 3年目までの新
規就労者を受け入れた森林組合及び民間事業体へ
の補助事業である．事業体は県森林組合連合会な
どの窓口に，受入事業体としての認定を申請し，
ハローワークまたは学校等の公的機関の仲介を経
て就業したものは，「研修生」として補助の対象
となる．例えば，研修生の月給に対して 9万円／
月の補助や，OJT指導者としての従業員への日当
補助，研修に使用する機械損料への補助などがあ
る．研修に使用する事業地は，国公有林等の請負
事業地で高率の補助となり，一般森林所有者から
の委託作業でも補助対象となるが補助率はやや下
がる．
「緑の雇用」事業開始によって，近年全国におけ
る新規就業者は増加傾向にあり，表 7のように，
2003年度は，前年度の 2,211人に比べて 2倍近い
4,334人に急増しており，雇用主体別では，2001年
度から 2005年度にかけて 60％以上を森林組合が
占めている．これに対し高知県では 43～57％と
森林組合の割合はやや低く民間事業体等への新規

表 7．全国における新規林業就労者数

出所）林野庁「平成 20年度　森林・林業白書」．
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表 8．高知県における新規林業就労者数

出所）高知県森林部資料．

表 9．高知県林業労働者の推移

出所）高知県森林部資料．

就業が多い傾向にある．同様に高知県における，
新規就労者数の推移について雇用主体別にみたの
が表 8であるが，1998年度から 2006年度までの
傾向をみると，「緑の雇用」が開始された 2003年
度での新規参入者が最も多く 260名である．また
業態別には森林組合への参入者が全体の 40％か
ら 50％台を占め，全国に比べてやや民間への受入
割合が多い傾向にある．
また，高知県森林部によれば表 9ように，2006

年度の高知県における林業就業者数は 1,508人で
就業者全体は減少傾向にあり 1990年代に比べれ
ば約半数となっているが，平均年齢は 2002年の
57.1歳をピークにやや低下する傾向にあり，2006

年度では 53.7歳となっている．2000年度に比べ
2006年度では，60歳代以上は 984人から 595名
と 40％の減少がみられ，50歳代では 572人から
404人と 29％の減少，40歳代も 28％減少している
のに対し，20歳代が 80人から 127人への 59％の
増加，30歳代では 11％増加，10歳代の者も 2人
から 6人へと増加しており，総数は減少している

が平均年齢は下がっている．

4.2 高知県における「緑の雇用」事業実績
高知県はこれまで全国の中でも「緑の雇用」研
修生の受け入れに対して比較的積極的に取り組ん
できた県であり，2008年度は全国森林組合連合会
のとりまとめによると，6 月 30 日時点で基本研
修生が 107名と全国で最も多く受け入れを予定し
ており，技術高度化研修生は 55名と鹿児島県に
次いで多く，2008 年度より始まった森林施業効
率化研修生は 13名と極めて多くはないが，実施
予定面積は 280haと鹿児島，宮崎に次いで広い面
積を予定している．また研修生受入の窓口として
は県下で 3つを用意しており，森林組合と一部の
第三セクター・企業組合等に対しては高知県森林
組合連合会，主に県東部の民間事業体には安芸流
域林産業協同組合，県中央から西部の民間事業体
には高知県素材生産業協同組合連合会が担当して
いる．研修生受け入れには，補助申請等に係る資
料や書類作成の事務処理のほか，研修生の面接，
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表 10．高知県「緑の雇用」研修生定着率

注）2007年度の定着率は集計途中のため全て 100％となっている．
出所）高知県森林部資料（2008年 6月 1日現在）．

集合研修の実施，受け入れ後の相談相手など様々
で 100名を越す研修生を一箇所で担当するのは困
難である．担当者の窓口が増え，それぞれの担当
者の負担が分散されることは，担当者が研修生一
人一人と向き合える時間が長くなり，それによっ
て事業体への定着率向上に繋がると考えられる．
高知県の集計によれば，2003年度から 2007年度
までの「緑の雇用」研修生の研修修了及びその後
の事業体への定着率は表 10のとおりである．こ
の 5 年間に合計 394 名の研修生を受け入れてお
り，うち森林組合への受け入れが 253名（64％），
民間事業体が 121名（31％），第三セクターが 20

名（5％）である．それぞれの研修修了率をみる
と，森林組合では 94％の者が修了し，民間事業体
では 79％と森林組合よりやや劣り，全体では 90

％の者が修了している．次に，終了後の定着率を
みると，森林組合及び第三セクターで 65％，民間
事業体で 70％とやや高く，全体では 67％となる．
聞き取り調査から，民間事業体では森林組合に比

べて研修内容はより厳しく実践的であり，研修期
間中の離脱者が多く修了率はやや低いものの，終
了後は「頑張った分が給与に反映される」出来高
が加味された処遇が多いため，その後事業体への
定着率が比較的高くなっていると考えられる．年
度別には，2003年度の「緊急雇用」対応の研修で
定着率が最も悪く，年を追うごとに定着率が改善
されている傾向にある．

4.3 高知県 B森林組合における「緑の雇用」事
業の実績と課題

B 森林組合は，2005 年度に 2 つの町単位森林
組合が合併して設立された森林組合である．尚，
2006年 3月には 2つの旧管轄町が市町村合併を行
い，現在の町との管轄地域は一致している．同組
合の長期経営計画書によれば，森林面積 14,740ha

（森林率：78％）のうち民有林が 12,807ha（87％）
を占め国有林は 1,933ha（13％）となっている．人
工林ではヒノキが多く人工林率は 54％，間伐を必
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要とする林分の割合は 66％である．
森林組合の作業班員は主に造林を行う班が 3

班，主に伐出を行う班が 8 班で計 35 名である．
このうち「技術職員」と呼ばれる者が 7名存在し
ている．この「技術職員」は一般事務職員に近い
月給制の技術系職員であり，これまで主に職員が
担当していた事業地確保など営業的な仕事を任さ
れ将来の幹部候補生と目されている者である．将
来的に内勤職員となる前に現場を経験させておく
という方針である．2007 年度の林産事業実績は
603m3 で，うち受託林産は 530m3，林道・作業道
開設時の支障木等が 73m3 であり林産事業はさほ
ど活発ではない．これまでの研修生受け入れ実績
は，2003年度から 2007年度までに，基本研修生
20名を受け入れており，うち定着した者は 13名
（定着率：65％）で，この間の技術高度化研修修
了生は 4名である．2008年度には，前述に加え基
本研修生 1名，技術高度化研修生 2名，森林施業
効率化研修生 4名に対する研修を行っている．I

ターン者の受け入れが比較的多く，大阪など都市
出身者 6名が定着している．幡東森林組合では，
森林施業効率化研修に 3名を出しており，今後導
入が進む高性能機械を活用した低コスト間伐技術
についての経験不足を補う狙いである．
今後，高性能機械を活用し当面は利用間伐に
よって実際に利益を上げることが課題であるが，
「緑の雇用」を活用しつつ将来の経営を担うべく
幹部候補生たる技術職員を育成し組合の経営・組
織体制の強化に努めている点は評価できるといえ
よう．

5. むすび

森林組合は，法的に「公益的性格」と「協同組
合的性格」の双方を求められ，事業面では国公有
林や公社・公団の随意契約による森林造成事業に
依存しながら経営を維持してきた．現在，森林の
「公益的」機能は従来の森林の国土保全機能に留
まらず，地球規模での温暖化対策として取り組ま
れている．森林組合は，間伐など温暖化対策に関

連した事業に取り組むにあたっては，コスト削減
努力によって一定の「効率性」を保ちつつ，何よ
りも合法的な「透明性」を確保する必要がある．
また今後，木材需要など環境変化を機敏に捉え，
木材の安定供給のみならず，加工された製材品の
売り先としての木造建築の施主（最終消費者）ま
でを見越したコーディネートが必要となると考え
られる．そこでは，「組合員の共益」といった「協
同組合」の原理を越えて，「地域共益」の創出ま
で踏み込んだ考え方が必要になると思われる．
（森林総合研究所林業経営・政策研究領域主任研究員）

注
1）藩などが管理する優良材生産地において，盗伐
など無断で伐採をした者は死罪になることを覚
悟せよという厳命を比喩したもの（福島，1968，
pp.122-123）．

2）島崎藤村『夜明け前』で紹介されているほか，共
有地等の所有者が不明瞭な山林原野に対しては
「無主地国有」原則が貫かれ，一部では強権的に
収用するケースもあった．

3）森林組合は 2種類ある．財産区有林，記名共有地
などを管理する「生産森林組合」と通常「森林組
合」と呼ばれる一般の森林組合は生産森林組合と
の対比で「施設組合」と呼ばれる．

4）森林組合統計では，2006年度より，「作業班員」
としてカウントされていたが労働者が，「雇用労
働者」の表記に変更した．川崎（2009）の研究で
示されている「一人親方」と呼ばれる個人事業主
もカウントされるようになったため，2006年と
2007年では年間 59日以下の人数が増加している
と考えられる．
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